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協議第１号 

   国民健康保険税の税率の見直しについて 

   

１ 国保財政の状況と課題 

・ 国保制度については，被保険者に高齢者や低所得者が多く，医療費水準は高く所

得水準は低いことなどから，歳出に見合う歳入の確保が難しい状況であり，多くの

自治体において厳しい財政運営を強いられている。 

・ 本市においては，収支均衡を図るために一般会計から法定外の繰入を行っており，

国保事業を安定的に運営するため，財政の健全化が課題となっている。 

 ・ 平成３０年度からの制度改革においては，県が財政運営の責任主体として安定的

な財政運営や効率的な事業の確保等において中心的な役割を担うこととされ，市町

ごとに事業費納付金を決定し徴収する（納付金方式）とともに，標準保険税率を算

定のうえ提示し，市町はそれらを踏まえて保険税率の設定をすることとなった。 

 

２ 一般会計法定外繰入金の考え方  

・ 一般会計からの法定外繰入については，本市の福祉政策実施に伴う国保の負担増

に対応するため（資料１③），また，制度の構造的な問題による財政負担に対応する

ため（資料１④）実施しているが，制度改革後も引き続きこれらへの対応は必要で

あることから，法定外繰入は今後も現行の基準により実施していくものとする。 

・ 課題となっている財政健全化については，国保経営改革プラン※（平成２７年３

月改訂）に基づき，引き続き，収納率の向上や医療費の適正化など，より一層の経

営努力に取り組み，制度改革により創設された「保険者努力支援制度」を最大限に

活用しながら財政健全化を図るものとする。  

 

※ 平成２９年度で計画期間は終了。次期計画に，新制度の内容を的確に反映するた

め，期間を 1 年延伸し終了期間を平成３０年度とした上で，来年度中に計画改定を

行う予定 

 

３ 標準保険税率についての考え方 

  標準保険税率は，市町村の保険税水準が現在，採用する算定方式の違いや年齢構成・

医療費水準などの違いから生じている格差により単純に比較できない中，将来的な保

険税水準の統一化を図るため，都道府県が，標準的な算定方式や賦課限度額，収納率

協議第１号 
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の見込み，医療費・被保険者数の推計方法，所得総額の算出方法等，税率設定に必要

な事項を統一した上で算定し，毎年，各市町村に示すものであり，国においては参考

値として位置付けていることから，本市においても保険税率を見直す際の参考として

取り扱うこととする。 

 

【参考１】現行税率とＨ３０標準保険税率※の比較 

 現行税率 標準保険税率 

医療保険分 

所得割率（％） 6.36 6.84

均等割額（円） 25,900 28,663

平等割額（円） 19,000 20,476

後期高齢者支援金分 

所得割率（％） 2.55 2.48

均等割額（円） 9,800 10,180

平等割額（円） 7,200 7,272

介護保険分 

所得割率（％） 2.07 1.94

均等割額（円） 10,500 11,240

平等割額（円） 6,400 5,270

H30 一人当たり課税額（円） 97,394 102,156

※ 国が示した仮係数を用い，県が，各市町の算定方式に基づき算定したもの。平成 30年 

1 月には，確定係数により算定されたものが示される。 

 

４ 激変緩和措置 …資料２ 

 ・ 制度改革による国や県の財政支援のうち，納付金方式の導入に伴い，所得水準や

医療費水準が高いことなどから負担増となる市町への激変緩和措置分について，本

市においては，平成３０年度分として約８億円が充てられている。 

・ 本県では，新制度開始後３年間は，算定された激変緩和措置対象額の全額を措置

し，４年目以降は，市町ごとの県平均超過割合に応じて年数を定め，額を漸減して

いくことが，県国保運営方針で定められた。参考資料 

 

５ 平成３０・３１年度における本市国保財政の収支見通し …資料１ 

 ・ 国民健康保険においては，毎年，事業費納付金等が示されることとなるが，複数

年を視野に入れた安定的な財政運営を図る必要があること，また，社会情勢の変化

や経済状況を見極めた上で長期に見通しを立てることは難しいことなどから，向こ

う２年間の収支見通しを立てることとする。 
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・ 平成３０・３１年度の国保財政を見通したところ，現行の繰入基準に基づく一般

会計からの繰入を行うことにより収支均衡が図られる見込みである。 

 

６ 税率の対応（案） 

平成３０・３１年度については，繰入基準に基づく一般会計からの繰入の範囲内で

の財政運営が可能であることから，税率は現状維持とする。 

 

  ※ 平成３０年１月上旬に納付金額が確定するが，その確定額について，繰入基準の

範囲内で対応可能な額であれば，税率は現状維持とする。 

 

 

【参考２】税率改定の経緯（平成 17 年度以降） 

年 度 内   容 

Ｈ１７ 税率引き上げ（医療分，介護分）  ※平成７年度以来１０年ぶり 

Ｈ２０ 税率引き上げ（後期分，介護分）  ※後期高齢者医療保険制度の創設

Ｈ２２・２４ 税率改定は見送り，現状維持 

Ｈ２６ 税率引き上げ（医療分，後期分，介護分）  

Ｈ２８ 税率改定は見送り，現状維持 

 

【参考３】平成３０年度からの本市国保特別会計のイメージ  
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□収支試算の前提条件

■収支試算の結果　（※現行税率にて推計） （単位：千円）

平成３０・３１年度における本市国保財政の収支見通しについて

30年度 31年度　　　　　　　　　　　　　　　　　年度

　　　　　　　区分 （推計） 前年比 （推計） 前年比

国保被保険者数〔全体〕　（人） 115,300 ▲ 4.2 110,800 ▲ 3.9
うち前期高齢者数　（人） 49,038 0.1 48,691 ▲ 0.7

１世帯当たりの被保険者数（人／世帯） 1.61 ▲ 1.2 1.59 ▲ 1.1
国保世帯数　（世帯） 71,800 ▲ 3.1 69,800 ▲ 2.8

現年保険税収納率（％） 87.50 0.39 88.00 0.50

　　　　　　　　　　　　　　　　年度 平成30年度 平成31年度

　　　　　区分
仮算定納付金

※１
確定納付金見込

※２
納付金推計

歳
　
出

国保事業費納付金

（主な歳入：保険税＋①＋④）

14,735,324 14,477,862 14,526,458

保険給付費
（歳入：保険給付費交付金）

34,718,721 34,718,721 34,784,751

保健事業費 359,307 359,307 359,730

その他 843,925 843,925 706,522

歳　　出　　計 50,657,277 50,399,815 50,377,461

歳
　
入

保険税（過年度分含む） 10,732,102 10,732,102 10,267,906

一般会計繰入金（＝①＋②＋③＋④） 4,733,833 4,476,371 4,711,034

法
定

保険基盤安定繰入金 　       …① 2,473,654 2,473,654 2,441,418

職員給与費，事務費等繰入　  …② 943,208 943,208 952,486

法
定
外

市の福祉政策等に伴う繰入  …③
501,236 501,236 498,262（子ども医療費現物給付実施に伴う医

療費波及増分等）

財政安定化支援分繰入　    …④
（無所得者の滞納相当分，失業者の保
険税軽減分等）

815,735 558,273 818,868

保険給付費交付金　※４ 35,035,114 35,035,114 35,299,418

その他 156,228 156,228 99,103

歳　　入　　計 50,657,277 50,399,815 50,377,461

歳入歳出差額（＝剰余金または不足額） 0 0 0

　※１「仮算定納付金」　　…　国が示した仮係数を用い，県が仮算定し12月上旬に提示した納付金額。医療費の伸びを高めに設定。
　　　　　　　　　　　　　　⇒　確定係数を用いて算定され1月に示される確定納付金は，診療報酬改定内容などを反映し，これよ
　　　　　　　　　　　　　　　り医療費の伸びを抑えた低い金額となる見込み。

　※２「確定納付金見込」　…　国が示す確定係数について，本市が，県からの情報等を参考に見込んで試算した納付金額。
　　　　　　　　　　　　　　　H31の納付金推計は，この数字を基に本市の医療費の伸びから推計したもの。

　※３「保険給付費」　　　…　本市のこれまでの推計通り，年齢別の一人当たり医療費のトレンドから推計。
　（1月中旬県から提示）　 　　保険給付費は出産育児一時金，葬祭費を除く全額が，保険給付費交付金で賄われる。

　※４「保険給付費交付金」…　歳出の保険給付費に対して，県から支給される給付費の全額と，国・県から交付される保険者努力
　（1月中旬県から提示） 　　　支援分等。

資料１

※３

※４

※１ ※２



 

Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６

激変緩和措置と今後の財政収支見通し（イメージ）

財源不足分

一般会計繰入

額

税収等

激変緩和前納

付金

納付金

激変緩和措置により，県に納める納付金

額が抑えられる。Ｈ３０は約８億円 

3 年間は同様に抑え，4年目以降は漸減。

（4年目が半減する想定） 

年々，被保険者数の減少等により税

収等は減る一方，1人当たり医療費

の増加に伴う総医療費の増加によ

り，納付金額は徐々に増加する見込

みであるため，激変緩和措置終了後

は，税率引き上げ等の検討が必要 

資料２ 



参考資料 


